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平成27（2015）年度　コーチング寄付事業配分申請書
株式会社コーチングバンク　御中

　以下によりコーチング寄付事業配分申請をいたします。　（該当する□を■としてください。）
	
	※平成27年度コーチング寄付事業配分申請要領等をお読みになってから記載してください。



	申請日
	平成27（2015）年　　　　月　　　　日

	団体種別
	□1社会福祉法人　□2更生保護法人　□3特例社団法人　□4特例財団法人　□5一般社団法人　□6一般財団法人　□7公益社団法人　□8公益財団法人　□9特定非営利活動法人（NPO法人）

	フリガナ
	

	団体名称


	（団体種別はここに記載しないでください。）


	
	法人のホームページ：□無　□有（http://                                         ）

	フリガナ
	
	役職
	
	法人代表印

（必須）

	団体代表者

氏　　　名
	
	
	
	

	団体所在地
	（郵便番号　　　－　　　　）※都道府県から記入してください。


	
	TEL:　　　　　　　　　　　　　　　FAX: 　　　　　　　　　　　

Email:

	フリガナ
	
	施設・部署名
	

	実施責任者氏　　　名
	
	
	

	
	
	役職
	

	連絡先住所
	（郵便番号　　　－　　　　）※都道府県から記入してください。


	
	TEL:　　　　　　　　　　　　　　FAX: 　　　　　　　　　

（必須）Email:

	＊事務局からの連絡・書類の送付は、全て実施責任者宛てに行います。事業の内容について日常的にお問い合わせのできる方を実施責任者として一名を選定してください。Emailは携帯mailでも可能です。Emailの記載は必須です。

	団体事業種別
※主となる種別
	□1保健、医療又は福祉の増進を図る活動　□2 社会教育の推進を図る活動　□3まちづくりの推進を図る活動　□4観光の振興を図る活動　□5農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動　□6学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動　□7環境の保全を図る活動　□8 災害救援活動 □9 地域安全活動　□10人権の擁護又は平和の推進を図る活動 □11 国際協力の活動　□12 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動　□13 子どもの健全育成を図る活動 □14情報化社会の発展を図る活動　□15 科学技術の振興を図る活動　□16 経済活動の活性化を図る活動　□17 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動　□18 消費者の保護を図る活動　□19 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動　□20 前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定める活動

	申請コーチング名
	「～のための～コーチング」のようにコーチングの対象又は種別、目的、内容等が分かる名称を具体的に記入してください。

	
	

	申請する
コーチングの
内容
（概要）
※簡潔に記載してください。
	申請コーチング総金額　　　　　　　　　　　　　　円（分）

	繰越剰余金
	直近の決算書に記載された法人全体の次期繰越剰余金金額を記入してください。

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	繰越剰余金の

予定使途内容
	その資金使途予定内容を具体的に記入してください。使途予定がない場合にもその旨を必ず記入してください。繰越金額が1億円以上の場合は、本項の記載は必須であり、記載の無いものは欠格となります。

	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	申請団体（法人）について（申請団体の法人全体で記入してください。）

	法人設立登記年月：（西暦）　　　　 年　　　　月　　　　

	団体常勤の役員及び職員の合計数（　　　　　　　人）

	（必須）昨年度の支出総額：　　　　　　　　　　　　円（自平成　　年　　月～至平成　　年　　月）

	（必須）昨年度の収入総額：　　　　　　　　　　　　円

	　（収入内訳）※内訳についても必ず記入してください。

	　　会費　　　　　　　　　　　　　　　　　円　

	　　一般寄付金　　　　　　　　　　　　　　円　

	　　事業収入　　　　　　　　　　　　　　　円　主な収入源（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	　　民間助成金等　　　　　　　　　　　　　円　主な資金源（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	　　行政補助金等　　　　　　　　　　　　　円　主な資金源（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　円　主な資金源（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	※支出総額・収入総額は法人全体の額を記入してください。なお、記入は必須です。

	設立目的：

	

	活動内容と実績：

	

	事業の実施されている施設：

	施設名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（施設設置：（西暦）　　　　 年　　　　月）

	所在地：（〒　　　－　　　　）

	施設の種類･内容：

	設立目的：

	

	活動内容と実績：

	


コーチングの実施状況等：

	(1) 過去にコーチングを取り入れたことがあるか：（分かる範囲で記入してください。）

	　　□今回初めて　□2014　□2013　□2012　□2011　□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

	(2) 今回の本事業を何で知ったか、該当する全てに印を付けてください。（複数回答可）

□Webサイトやメーリングリスト（サイト・リスト名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□郵便局窓口のポスター・リーフレット（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□新聞・雑誌・広報誌・機関紙・ＴＶ等（媒体名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□行政・団体・知人等からの紹介（紹介者所属等：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□コーチングバンクからの連絡
□その他の団体からのお知らせ（団体名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□その他（具体的に記述をお願いします：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


	確認リスト（該当する全ての項目にチェックのあることが必要です。）※必ず記入してください。

	チェック項目
	(1) 最新決算時において法人設立登記後１年以上経過し、かつ１年間の年度決算書を確定していること
	□はい

	
	(2) 申請団体に公益に反する行為のないこと
	□はい

	
	(3) 申請事業は20の事業に含まれる事業であり、その事業は定款等の記載範囲内であること
	□はい

	
	(4) 申請事業は国内で実施される事業であること
	□はい

	
	(5) 法令に定める事業報告書等の作成及び提出を期限内に行っていること
	□はい

	
	(6) 申請団体に公益に反する行為等のないこと
	□はい

	
	(7) 申請書１ページ目に法人代表印の押印
	□　有

	提出書類
	(8) 直近の申請団体全体としての収支決算書の写し
	□　有

	
	(9) 直近の申請団体全体としての収支予算書の写し
	□　有

	
	(10) 定款又は寄附行為の写し
	□　有

	
	(11) 郵便葉書（宛名面に実施責任者の連絡先（住所）・氏名を記載してください。）
	□　有

	
	(12) 団体及び事業内容に関する添付資料
	□有 □無

	
	(13) 申請団体若しくは申請団体の役員等（役員、実質的に経営権を有する者、代理人、使用人その他の職員をいう。以下同じ。）又は自己の委託先（委託が数次にわたるときは、その全てを含む。下記イ及びウにおいて同じ。）若しくはその役員等が次の各項目のいずれにも該当しないことを申請書の該当箇所にて表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約していただきます。

ア　暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなったときから5年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ(*)、特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下「暴力団等」という。）であること。

イ　暴力団等が経営を支配していると認められる関係を有すること。

ウ　暴力団等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。

エ　自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団等を利用していると認められる関係を有すること。

オ　暴力団等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること。

カ　暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有すること。

(*)社会運動等標ぼうゴロ：社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者
	□はい

	
	(14) 申請団体若しくは申請団体の役員等又は自己の委託先若しくはその役員等が、自ら又は第三者を利用して、次の各項目の一にでも該当する行為を行わないことを申請書の該当箇所にて確約していただきます。
ア　暴力的な要求行為

イ　法的な責任を超えた要求行為

ウ　取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為

エ　風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて株式会社コーチングバンクの信用を毀損し、又は株式会社コーチングバンクの業務を妨害する行為

ォ　その他前各項目に準ずる行為
	□はい


※　申請団体若しくは申請団体の役員又は申請団体の委託先若しくはその役員等が、前記(15)の各項目のいずれかに該当し、若しくは前記(16)の各項目のいずれかに該当する行為をし、又は前記(15)による表明及び確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合は、採択を取り消すこと又は配分金の返還を求めることがありますので、あらかじめご了承願います。
　申請される事業内容は本申請書によって審査されます。参考資料は添付していただいてかまいませんが、必要な事項は資料参照とはせずに必ず本申請書に内容を記述してください。
　

	実施するコーチングの説明

	(1) 申請の背景・必要性及び目的：（なぜ必要か、どのような目的で活動を行うのかを簡潔に記述してください。）

	

	(2) コーチングの具体的内容：（どのようなコーチングを実施するのか内容を実施スケジュールや事業内容と関連付けて具体的に記述してください。） 

	

	(3) 申請事業により達成したい具体的成果目標：（コーチングを行うことにより実現したい成果目標をできるだけ数値目標として記載してください。質的成果の目標についても記載してください。）

	具体的成果目標（内容）
	対応する数値目標

	
	

	(4) 団体の事業が持つ先駆性・社会性・実現性・緊急性に着目して記述してください：（申請要領の「６(1)団体の事業に期待する項目」の説明を参考にしてください。該当する部分がなければ記入しなくても結構です。）

	社会性（社会的ニーズとその社会的波及効果が高いか）



	先駆性（先駆性が高く発展性があるか）



	実現性（事業計画が明確化され、実現性が高く継続・発展が見込めるか）



	緊急性（緊急性が高いか）



	実施スケジュール（予定）

	年　月
	実施内容等

	２０１５．６
	

	
	

	
	

	２０１５．７
	

	
	

	
	

	２０１５．８
	

	
	

	
	


